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１．地球温暖化防止への取組 

市では、平成元年度に「赤穂市環境管理計画」を策定し、その後、平成１３年度に同計画

を全面改定し「赤穂市環境基本計画」を策定するなど、「環境進化都市・赤穂」の実現に向

けて様々な取組を実施してきた。 

平成２１年３月には、市民・事業者・市が協働で地球温暖化対策に取り組むための指針と

して、｢赤穂市地球温暖化対策地域推進計画｣を策定した。 

令和２年度には、「赤穂市環境基本計画」及び「地球温暖化対策地域推進計画」を改定し、

赤穂市環境基本計画の気候変動対策の項目を地球温暖化対策実行計画として位置づけた。 

令和６年１月には、国及び県の目標値との整合を図るため、赤穂市環境基本計画（地球温

暖化対策実行計画）に定める温室効果ガス排出量の目標値を改定した。 

 

２．地球温暖化対策実行計画の概要と温室効果ガス排出量目標値 

近年、気候変動の影響は顕在化し、夏季の高温や豪雨による自然災害の増加など暮らしや

事業活動に影響を及ぼしつつある。  

脱炭素化社会へ転換していくための道筋の検討や気候変動の影響への備えのため、目標値

を下記のとおり設定し、取組を進め、令和３２（２０５０）年に向けて、脱炭素化を探求す

るものとする。  

下表の温室効果ガス排出量目標値は、区域施策編における目標値とし、事務事業編におけ

る目標は、区域施策編の業務部門の水準を目指すものとする。  

 

表 年度及び温室効果ガス削減目標 

                                                    (万ｔ－CO2/yr) 

 ２０１３年度 ２０３０年度目標 削減率 

産業部門(※) ３１３ １６７ ４６％ 

業務部門   ９   ３ ６６％ 

家庭部門   ８   ３ ６２％ 

運輸部門  ２９  １５ ４８％ 

廃棄物部門   １   １  ０％ 

合計 ３６０ １８９ ４８％ 

※産業部門には、エネルギー転換部門、工業プロセス部門を含む。  

                             （令和６年３月３１日現在） 
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３．赤穂市全体の温室効果ガス排出量 

(1) 温室効果ガス算定結果の概略 

令和５（２０２３）年度の赤穂市全体の温室効果ガス排出量は、CO2 換算で約２８９万

ｔ-CO2/年となっている。そのうち、CO2 のみの排出量は、約２８６万ｔ-CO2/年となって

いる。 

令和４年度と令和５年度とを比較すると、産業・エネルギー転換・工業プロセス部門か

らの排出量が減少、民生業務部門及び民生家庭部門が微増、その他の部門はほぼ横ばいと

なっている。 

 

赤穂市における CO2排出量 

  

※四捨五入の関係で合計が一致しない場合がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



- 73 - 

CO2

99.1%

CO2以外

0.9%

(2) ガス別の温室効果ガス排出量 

ガス別について、CO2、CH4、N2O、フロン類などを排出しているが、CO2 が９９％以上  

を占めている。 

 

 

ガス別の排出量割合 

 

    

 

        

 

ガス種類 

排出量 

（万t-CO2/年）        

CO２   ２８６.３ 

CH４       ０.３ 

SF６       ０.０ 

N２O       ０.７ 

HFC       １.６ 

PFC       ０.０ 
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(3) 部門別の温室効果ガス排出量 

部門別の温室効果ガス排出量については、市で実測可能な項目についてヒアリング調査

等により実績値の集計を行い、その他について全国値等の原単位を利用し、推計を行った。 

部門別には、産業活動等（エネルギー転換、産業、工業プロセス）による排出が約９割

を占めている。臨海部の西浜工業団地及び磯産業団地や清水工業団地などに立地している

多種多様な企業による温室効果ガス排出が多くを占めている。 

一方で、民生部門（家庭・業務）の排出量は約１２万ｔであり、全市的には３.９%と割

合は低いが、１人あたり排出量にすると約２.５t-CO₂/年となっている。 

 

部門別排出量 

 

部門 
排出量 

(万t-CO₂/年) 
割合 

産業・ｴﾈﾙｷﾞｰ転換・工業ﾌﾟﾛｾｽ部門  ２５３  ８７.５％  

民生家庭部門 ７  ２.３％  

民生業務部門 ５  １.６％  

運輸部門 ２４  ８.２％  

廃棄物部門 １  ０.４％  

合計 ２８９  １００％  

※四捨五入の関係で合計が一致しない場合がある。  
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４．赤穂市（行政）の温室効果ガス排出量の状況等 

(1) 温室効果ガスの総排出量の状況 

本市の事務事業における温室効果ガスの総排出量は、市全体で約１８,６１８トンを排出

しており、温室効果ガス別に見ると二酸化炭素が９７ .７２％を占めている。  

基準年である平成２５（２０１３）年度の温室効果ガスの総排出量と比較すると１．０

２％増加した。  

 

              温室効果ガスの排出状況内訳 

                                                         単位：k g（二酸化炭素換算） 

温室効果ガスの種類 
平成２５（２０１３）年度 令和５年度 基準年との 

比較(％) 排出量 構成比(％) 排出量 構成比(％) 

二酸化炭素(CO₂) 18,043,380  97.90  18,194,202  97.72  0.84  

メタン(CH₄) 132,872  0.72  171,715  0.92  29.23  

一酸化二窒素(N₂O) 251,274  1.36  250,450  1.35  -0.33  

ﾊｲﾄﾞﾛﾌﾙｵﾛｶｰﾎﾞﾝ(HFC) 2,457  0.01  1,625  0.01  -33.86 

合 計  18,429,983  100.00  18,617,992  100.00   1.02  

備 考  基準年   

※１ 基準排出量とは、本市の事務事業の実施に伴い、基準年（平成２５年度）に排出された各種の温室効

果ガスを、その種類ごとに排出量を集計し、これをすべて二酸化炭素の量に換算した場合の量をいい、

温室効果ガスの削減についてはこの排出量を基準に削減を図っている。  

※２ 温室効果ガスであるパーフルオロカーボン、六ふっ化硫黄は排出量の把握が困難であるため対象外と

している。 

活動別排出量の状況 

                                                            単位：k g（二酸化炭素換算） 

 

 

主な排出源 
平成２５（２０１３）年度 令和５年度 基準年との 

比較(％) 排出量 構成比(％) 排出量 構成比(％) 

電気の使用  8,890,108  48.24  10,042,944  53.94  12.97  

燃  

    

料  

ガソリンの燃焼 157,391  0.85  167,350  0.90  6.33  

灯油の燃焼 2,367,982  12.85  229,015  1.23  -90.33  

軽油の燃焼 206,508  1.12   178,873※  0.96  -13.38  

Ａ重油の燃焼 539,228  2.93  121,187※ 0.65  -77.53  

液化石油ガスの燃焼  92,250   0.50  62,389  0.34  -32.37  

都市ガス   ―    ―  1,417,149  7.61  ― 

一般廃棄物焼却 236,042  1.28  259,141  1.39  9.79  

廃プラスチックの焼却 5,749,920  31.20  5,541,117  29.76  -3.63  

下水処理 129,031  0.70  143,607  0.77  11.3  

笑気ガスの使用 7,254  0.04  7,778  0.04  7.22  

その他 54,269  0.29  447,442  2.40  724.49 

合 計  18,429,983  100.00  18,617,992  100.00  1.02  

備 考  基準年   

※ 定置式ディーゼル以外の燃料使用量から算出  
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事務事業から排出される温室効果ガスの経年変化 

年度 
排出量 

(ｔ-CO₂) 
削減率 備考 

平成２５年度 

（２０１３） 
１８，４３０ ― 基準年 

平成２６年度 

（２０１４） 
１７，５８４ ―  

平成２７年度 

（２０１５） 
１８，８６１ ―  

平成２８年度 

（２０１６） 
１８，０５２ ―  

平成２９年度 

（２０１７） 
１７，３９４ ―  

平成３０年度 

（２０１８） 
１７，７３６ ―  

令和元年度 

（２０１９） 
１７，０４９ ―  

令和２年度 

（２０２０） 
１８，４４７ ― 

環境基本計画（地球

温暖化対策実行計画

含む）改定  

令和３年度 

（２０２１） 
１７，１１１  ７．１６％  

令和４年度 

（２０２２） 
１６，１２８ １２．４９％  

令和５年度 

（２０２３） 
１８，６１８ －１．０２％ 

環境基本計画（地球

温暖化対策実行計画

含む）一部改定  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


